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１．評価の概要 

「科学技術イノベーション政策のための科学 研究開発プログラム」（以下、本プログラム）

は、平成 23 年度に発足した文部科学省「科学技術イノベーション政策における『政策のた

めの科学』推進事業」（SciREX 事業：Science for RE-designing Science, Technology and 

Innovation Policy）の一環として、同年より社会技術研究開発センター（以下、RISTEX）

において推進している公募型研究開発プログラムである。 

RISTEX の運営評価委員会は、科学技術振興機構の「社会技術研究開発事業(フュー

チャー・アース構想の推進事業を除く。)」の実施に関する規則（平成 17 年 7 月 8 日 

平成 17 年規則第 70 号 / 改正 令和 7年 3 月 27 日 令和 7 年規則第 70 号）に基づ

き、本領域の事後評価を実施した。 

 

１－１．評価対象 

研究開発プログラム 科学技術イノベーション政策のための科学 

プログラム総括  

（平成 30年度～令和 7年度） 

山縣 然太朗  

国立成育医療研究センター 成育こどもシンクタンク 副

所長、山梨大学大学院総合研究部附属出生コホート研究セ

ンター 特任教授 

 

 

（平成 23年度～平成 29年度） 

森田 朗 

一般社団法人 次世代基盤政策研究所（NFI）代表理事／東京

大学 名誉教授 

 

役職は令和７年度時点 

１－２．評価の目的 

研究開発の進捗状況や研究開発マネジメントの状況を把握し、研究開発運営の改善及び

センターの支援体制の改善に資することを目的とする。  
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１－３．評価方法 

 評価は、本プログラムの目標達成に向けた状況（プログラムの運営、研究開発プロジェク

トの選考、研究開発の進捗状況）、本プログラムの意義、運営改善及び今後の展開に向けた

提案等（本プログラム、SciREX 事業及び文部科学省、RISTEX）の視点から、本プログラムの

運営側が作成した活動報告書（事後評価用資料）の査読と、プログラム総括によるプレゼン

テーション、質疑応答及び運営評価委員による総合討論を基に実施した。なお、本プログラ

ムは 15 年に及ぶ長期事業であり、第 1 期終了時（平成 27 年）および第 2 期終了時（令和 3

年）に中間評価が実施されている。これを踏まえ、本評価では第 3期の活動を中心に評価を

行い、3－2－4以降については、第 1 期から第 3期までを通じた評価とした。 

 

 

１－４．評価者 

本評価は、RISTEX 運営評価委員会が実施した。構成員は以下のとおりである。 

本評価は、以下の運営評価委員会委員が実施した。 

 

※：委員長 

氏名 所属・役職（令和 7 年年度時点）  

神尾 陽子 神尾陽子クリニック 院長 

佐藤 靖 新潟大学 創生学部長 

高橋 真理子 ジャーナリスト 

谷口 真人 総合地球環境学研究所 プログラム研究部 プログラムディ

レクター 特任教授 

仲   真紀子 理化学研究所 理事長特別補佐 

中村 安秀 公益社団法人日本 WHO 協会 理事長 

林   隆之 ※ 政策研究大学院大学 教授 

菱山 豊 順天堂大学革新的医療技術開発研究センター 特任教授 
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２．プログラムの概要 

本プログラムは、平成 23年度に発足した文部科学省「科学技術イノベーション政策に

おける『政策のための科学』推進事業」（SciREX 事業）の一環として、RISTEX が平成 23

年度に開始した研究開発プログラムである。SciREX 事業は、経済・社会等の状況を多面的

な視点から把握・分析した上で、課題対応に向けた有効な政策の立案を行う「エビデン

ス・ベースド・ポリシー」の実現を目指す事業であり、本プログラムはこうした事業目的

の実現に向けて、公募を通じた研究開発を推進している。 

本プログラムの目的・目標は、文部科学省によって次のように設定されている。 

客観的根拠に基づく科学技術イノベーション政策の形成に中長期的に寄与することを目的

とする。この目的のために、プロジェクトを公募し、 

○現実の政策形成に活用しうる新たな解析手法やモデル分析、データ体系化ツール、指標

等の研究開発を推進する。 

○幅広い分野と関連する学際的分野で、関与する研究者の層を広げ、あわせて、その活動

状況を社会へ広く発信し対話の場を作り、コミュニティ・ネットワークの拡大を図る。 

 

本プログラムは発足以降、上記を目的・目標としたプログラム活動を維持しながらも、

本プログラムがその一翼を成している SciREX 事業の具体的な展開に合わせる形で、プロ

グラム目標の具体化や、公募・選考の形式やプロジェクトの枠組み等について変更や見直

しを行ってきた。  

平成 28 年には、第 5 期科学技術基本計画の策定に合わせて SciREX 事業も第 2 期（平成

28～令和 2年度）となり、本プログラムも、文部科学省によって新たに提示されたプログ

ラムの位置づけを基本的な枠組みとして第 2期の基本的な設計が進められた。 

第 2 期の公募では、平成 28 年 3 月に文部科学省によって示された「SciREX 基本方針」

及びこれに基づく「役割と連携の方策」、そして「重点課題」といった基本方針等に基づ

いて実施されることとなった。 

第 3 期（令和 3年度～令和 7 年度）においても基本方針は継承されたが、「共進化枠」

が導入され、「従来からの研究者の自由な発想に基づく研究開発のアプローチのみなら

ず、国を中心とする行政のニーズに基づいた政策課題の解決に向けた研究開発についても

推進する」という文言が追加されているほか、文部科学省や政策研究大学院大学医学科学

技術イノベーション政策研究センター（SciREX センター）、科学技術・学術政策研究所

（NISTEP） 等との連携が期待された。 
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３．評価結果  

３－１．評価結果要旨 

（1）政策課題における位置づけ及び課題解決に至る筋道 

本プログラムは、SciREX 事業の一環として RISTEX が平成 23 年度に開始した公募型研究

開発プログラムである。政策形成における科学的知見の活用が求められるようになる中で、

本プログラムを 15年にわたり実施したことは、「政策のための科学」のあり方を探求するた

めの試行錯誤の場を形成し、知見の蓄積と組織的学習を可能した点において意義があった。

SciREX 事業の方針の変遷に応じてプログラムがその目的や重点領域等の設定を柔軟に調整

して対応してきたことは評価に値する。 

プログラムの対象は実質的に（a）科学技術イノベーション政策を対象とする「政策のた

めの科学」の推進と、（b）公衆衛生・教育・スポーツ等を含む幅広い政策領域を対象とする

「政策のための科学」としての科学的エビデンス利用や科学的助言のあり方の検討、という

二つの方向性を伴って展開した。二つの方向性が併存していることの是非については評価

委員会内でも意見が分かれたが、我が国において科学的エビデンスの活用が制度的に定着

していない状況を踏まえ、政策形成と学術研究の関係をいかに構築・高度化するかという困

難な課題に取り組んだ点が高く評価できる。一方で、二つの方向性により射程が多層化し、

RISTEX の他領域・プログラムとの差異が外部から把握しにくくなった可能性がある。また、

(a)については SciREX 事業が当初に参照した米国 SciSIP 以降の欧州・OECD 等での分析基盤

整備や Research on Research／メタサイエンス等の国際動向を継続的に参照し、目的・目

標や実施内容を継続的に更新していくことがあればさらによかった。(b)については、個別

政策領域で科学的エビデンスを生むという「問題解決の科学」よりも、「エビデンスがいか

に形成され、いかに政策形成に用いられるか」という科学的助言プロセスをより前面に位置

付けたプロジェクトを実施すること等も考えられた。結果としてこのようなメタ的整理は

プログラム運営体制の側が「政策のための科学研究会」を設置して実現したことは適切な対

応であった。 

本プログラムの目標は、第 2 期以降、研究開発期間内の直接的実装を必須とせず、期間終

了後を含む一定期間で政策過程に参照され得る知見の創出を期待すると整理を行ったこと

は妥当である。公募型研究の成果を短期に政策プロセスへ直接活用させることを前提とす

るのは、政策形成過程の複雑性を十分に織り込まない単純化された見方であり、知識創出を

重視する整理は合理的であった。 

また、第 3 期に「通常枠」に加え「共進化枠」を導入したことは、SciREX 事業全体の方

針を反映した取り組みとして評価できる。他方、「共進化」が、重要政策課題に対し学術的

知見が持続的に活用される体制構築に実効的であったかについては、文部科学省において



 

6 
 

批判的再検討が必要である。また、前述のようにプログラムの射程が広がることで、個別プ

ロジェクト成果がプログラム目標にどう寄与するかという達成構造の可視化には困難が伴

い、成果の積み上げを見える化する点では課題が残った。 

 

（2）プログラムの運営・活動状況（プロセス） 

募集・選考は SciREX 事業の基本方針と各期の重点課題を踏まえて実施された。第 3期に

おいて「共進化枠」と「通常枠」を設けたことは、研究者主導の研究と行政ニーズ近接型の

研究の双方に対応した提案を募ろうとする探索的・実験的な制度設計として意義があった。 

選考プロセスでは二段階選考方式、文部科学省の協力によるフィードバック・コメント、

総括面談等は提案の質確保とブラッシュアップに資するものとして評価できる。若手研究

者や女性研究者の参画促進の工夫と、採択が第 2期以降増えている点も評価できる。他方、

公募の周知については改善の余地があり、科学技術イノベーション政策に焦点を置くなら

ば関連学会や協議会等へのより戦略的な広報や働きかけが考えられた。 

ハンズオン型マネジメントにより、プロジェクトによっては目標達成に資する成果を創

出できるよう継続的な助言・伴走支援が行われ、研究の進捗や課題共有、背景要因を踏まえ

た改善方策の検討と支援が概ね実施されてきた点は評価できる。政策現場との接続の困難

さや研究知と現場知の乖離等、プロジェクトが共通して直面しやすい課題については、解決

に向けたさらなる工夫があってもよかった。例えば、プロジェクト実施の途中段階において、

共通課題を体系的に整理・可視化し、支援方策、運営上の工夫、連携やネットワーク形成を

プログラムが促進する余地はあった。 

プログラムとしての活動については、公開セミナー、ホームページ、広報活動、「政策の

ための科学研究会」等を通じて研究と政策の接点を可視化し、政策担当者等との連携・協働

の場を設け、関係構築を促進した点が評価できる。また、プロジェクト間連携、SciREX 事

業内連携、RISTEX 内の他領域・他プログラム連携の三つの連携を通じ、横断的活動が進め

られた。特に第3期にはSciREXセンターと連携したSciREXセミナーの開催や「POLICY DOOR」

の発行を通じて成果・問題意識を共有し、政策形成に関心を有する関係者との対話の場を設

けた点は高く評価できる。 

 

（3）目標達成の状況等（アウトカム） 

第 3 期の目標は、①将来的に政策形成・改善につながり得る成果の創出、②新たな研究人

材の発掘と人材ネットワークの拡大、③行政ニーズに基づく政策課題解決に向けた研究開

発推進、④SciREX 事業内の他研究プロジェクトとの連携、に整理できる。①では政策課題

の解決に寄与した、または将来的に貢献が期待されるプロジェクトが一定数見られた。また、

多様な政策領域での問題解決への寄与の色彩が強いプロジェクトがあったが、タスクフォ

ースや研究会でそれらについてメタ分析を行ったことは適切であった。②では公募により

SciREX 内の他機関・他プログラムとは異なる研究人材を発掘でき、セミナー等を通じネッ
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トワーク拡大が図られた。ただし、対象とする政策領域を広く設定したことにより、形成さ

れるコミュニティがどのようなものであるのかという方向性が不明瞭となった面もある。

③では共進化枠 4 件を採択し、一定の成果が見られたが、行政との連携の面では行政官の人

事異動により十分な成果を得ることができなかった事例があり、共進化の運営の難しさが

把握された。④では SciREX 事業における人材育成拠点による研究活動が「共進化実現プロ

グラム」へ集約され、本プログラムとの間にギャップが生じたためプロジェクト間では明示

的連携が期待しにくい状況があった。その一方、日本学術会議との連携等の効果が見られた

ことは評価できる。 

 

（4）第 1 期から第 3 期までを通じた成果と知見 

本プログラムは、政策形成がしばしば政治的力学や利害調整により進む傾向がある中で、

科学的エビデンスに基づく知見を政策形成に接続する意義と、その困難さを実践的に示し

た点で重要である。実際に、第 1 期から第 3 期を通じて具体的に政策に実装された例が複

数生まれた。例えば西浦プロジェクトでは感染症数理モデル研究と政策実装に関する取り

組みがパンデミック時の対応へ接続した。他にも政府文書での引用、施策への反映、自治体

による採用、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）との接続等、多様な形態で政策

的インパクトが確認された。 

長期的アウトカムとして、タスクフォースと「政策のための科学研究会」が本プログラム

の多数のプロジェクトの特徴を整理し、政策実装の阻害要因と克服戦略を分析したことは

特筆に値する。時間軸の不一致、行政官の人事異動による継続性の断絶、制度的論理の違い、

研究成果を政策オプションへ翻訳する機能不足等の阻害要因が明確になった。特に、共進化

活動が、行政官個人の理解や熱意に依存する構造は脆弱であり、行政側が本気で取り組む体

制が確保されなければ共進化が形式化する危険性があること、個人依存を回避し組織とし

て手続き・制度に組み込む必要性があることが、複数プロジェクトの分析から示唆された。

また、研究と政策を媒介する機能（中間人材）の育成の重要性が、本プログラムの実施を通

じて具体的に可視化されたことは重要である。 

本プログラムの課題は世界共通であるにもかかわらず、国際学会での発表や国際シンポ

ジウム企画等の国際的な発信は十分とはいえなかった。また、科学技術イノベーション政策

に焦点を置いたプログラムとしてみる場合、我が国の科学技術イノベーション政策につい

て総合的に何が明らかになったのか、それらの知見が実際の政策形成・実施プロセスの高度

化にどの程度結びついたのかという横断的整理は乏しかった。加えて、科学技術イノベーシ

ョン政策の研究者の発掘・参画促進は一定程度見られたが、国際的にみるとその拡大は限定

的であった。 

 

（5）SciREX 事業の基本方針との関係 

本プログラムは SciREX 事業の基本方針と高い整合性を有し、研究と政策形成を往還する
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実践的な場を提供してきた点で評価できる。 

 

（6）RISTEX の今後の事業運営改善への提案等 

政策形成において科学的エビデンスを創出し、活用する取組は、今後も引き続き重要であ

る。本プログラムの 15年にわたる実施経験から、RISTEX における今後の類似取組への論点

がいくつか明らかとなった。 

第一に、目的の二面性に関する整理である。前述のように科学技術イノベーション政策に

おける「政策のための科学」とそれを超える多様な政策領域における「政策のための科学」

という二つの方向性を有してきた。それぞれに意義があることを踏まえれば、目的や目標や

その達成をより明確化する観点から、今後は両者を区分してプログラム設計することが望

まれる。 

第二に、「政策のための科学」という抽象度の高さから、個別プロジェクトの成果とプロ

グラム全体目標との対応関係が外部から把握しにくくなった。例えば、AI政策における「政

策のための科学」等、具体的な政策領域を明示的に設定する等のことも検討しうる。 

第三に、共進化の実現条件である。そもそも共進化とは研究者のみならず行政側もその活

動や考え方を変化することを前提とする。行政官を政策実装の担い手と位置付けるならば、

行政のエビデンス活用能力の育成が制度的課題として重要である。人事異動により取組が

中断されない継続的関与の設計、専門性を有する行政人材の戦略的育成・配置、さらに個人

依存を回避し、組織制度として手続きや役割を組み込む仕組みの整備が不可欠である。今後

の類似取組を行う場合には、RISTEX が文部科学省等関係府省と協議し、行政官の継続関与

を制度的に担保する枠組みを構築することが重要である。あるいは、RISTEX における研究

プロジェクトとして、行政側の共進化のあり方そのものを対象とする研究を進めることも

期待される。 

第四に、中間人材の育成・確保である。科学的知見と政策現場の知を双方向的に翻訳する

中間人材は、知見の継承および政策実装・社会実装の促進において中核的役割を果たす。各

領域の特性を踏まえ、どのような役割・機能を担う人材を中間人材と位置づけるのかを明確

化し、確保・育成することが求められる。あわせて、研究成果を政策へ結びつける調整・翻

訳活動（いわゆるシャドーワーク）を適切に評価する表彰制度等のインセンティブ設計も重

要である。RISTEX は、今後の類似取組においては、中間人材の確保、育成、他アクターとの

連携機能等を含めた人材エコシステムの確立に関する調査研究も進めるべきである。 

RISTEX の他領域・プログラムにおいても政策に関わるものが多いことから、本プログラ

ムの教訓は広く共有されるべきである。 
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３－２．項目別評価結果  

３－２－１．政策課題における位置づけ及び課題解決に至る筋道 

３－２－１－１．SciREX 事業の事業方針におけるプログラムの位置づけ 

本プログラムは、平成 23年度に発足した文部科学省「科学技術イノベーション政策にお

ける『政策のための科学』推進事業」（SciREX 事業）の一環として、RISTEX が平成 23 年度

に開始した公募型研究開発プログラムである。政策形成における科学的知見の活用が求め

られるようになる中で、本プログラムを 15 年にわたり実施したことは、「政策のための科

学」のあり方を探求するための試行錯誤の場を形成し、知見の蓄積と組織的学習を可能にし

た点において意義があった。全体としてみれば、これまで同事業の方向性や枠組みの変更に

対応しつつ、柔軟な運営がなされてきたと判断される。第 2 期においては、SciREX 事業全

体の「重点課題」に基づく運営方針が示されたことを受け、より具体的な政策課題を対象に、

新たな指標や手法等の開発や制度設計のための研究開発を公募により推進するものとして

位置づけられた。さらに、第 3 期においては SciREX 事業が「共進化実現プログラム」を推

進する中、本プログラムも行政ニーズに直接応答する「共進化枠」の導入を実践する枠組み

を有するプログラムとして位置づけられた。 

プログラムの対象の設定については、プログラムとしても公募やプロジェクトによる研

究実施の経験を重ねる中で試行錯誤し、その結果として、プログラムタイトルにあるような

（a）科学技術イノベーション政策を対象とする「政策のための科学」の推進と、（b）公衆

衛生・教育・スポーツ等を含む幅広い政策領域を対象とする「政策のための科学」としての

科学的エビデンス利用や科学的助言のあり方の検討、という二つの方向性を伴って展開し

てきたと解釈される。 

令和 3年の事業の基本方針には「客観的根拠に基づく科学技術・イノベーション政策の形

成に寄与するため」と書かれており、SciREX 事業全体としては科学技術イノベーション政

策を対象とした科学の推進を目指していたと考えることも一面ではできる。その一方、

RISTEX が実施した公募プログラムにおいては、公衆衛生政策、教育政策、スポーツ政策、

インフラ政策等における科学的エビデンスの利用のあり方に関するプロジェクトも含まれ

ていた。さらに、共進化枠において文部科学省から提示されたテーマにもスポーツ政策が含

まれている等、RISTEX 側ではなく文部科学省側の整理としても、科学技術イノベーション

政策以外の政策領域における科学的エビデンスの利用についても本事業の対象と見なして

いた側面もあったと解釈できる。 

プログラム内に二つの方向性が併存していたことの是非については、評価委員会におい

ても異なる意見があった。ただし、本プログラムは、我が国の政策形成過程において、科学

的エビデンスの活用が必ずしも制度的に定着していないという状況を踏まえ、政策形成と

学術研究との関係をいかに構築・高度化していくかという、極めて困難かつ挑戦的な課題に
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取り組んできたこと自体は高く評価できる。 

一方で、二つの方向性が併存することにより、プログラムの目的や射程が多層的となり、

外部から見た際に、プログラムとしての目的や実現を目指している状況とはどのようなも

のであるかが、やや把握しにくくなった可能性はある。また、SciREX 事業全体の中で本プ

ログラムが果たすべき固有の役割、ならびに RISTEX 内での他の拠点・プログラムとの差異

を整理するかも難しくなる状況を生んだようにみられる。 

仮に(a)科学技術イノベーション政策に焦点を置くのであれば、欧米を中心に海外の類似

の取り組みを継続して把握し、目的・目標や実施内容の継続的見直しが行われることが望ま

れた。SciREX 事業は、米国の SciSIP を直接的な参照として当初開始されたが、それ以降も

欧州や OECD では科学技術イノベーション政策の分析基盤構築が進み、近年は Research on 

Research やメタサイエンスといった科学活動自体を対象とする研究領域の急激な拡大が見

られている。プログラム側も近年の動きについての認識はあるが、このような動きを常に参

照して、目的・目標や実施内容を継続的に更新していくことがあればさらによかった。 

一方、(b)多種の政策領域における科学的エビデンスの利用に関する研究開発を含むので

あれば、個別政策領域における科学的エビデンスを創出する「問題解決の科学」ではなく、

科学的助言のあり方に関する科学技術イノベーション政策研究としてとらえて、「個別政策

領域において科学的エビデンスがいかに形成されて用いられるのか」という、科学的助言の

あり方をより前面に位置付けたプロジェクトを実施すること等も考えられた。結果として

事後的ではあるが、この役割は後述するプログラム活動としてプログラム運営体制の側が

「政策のための科学研究会」を設置して実現したことは適切な対応であった。 

 

３－２－１－２．問題解決に向けての具体的な目標と達成方法 

本プログラムの目標は、SciREX 事業の一環として、広くアカデミアや実務家から提案を

募り、現実の政策形成に活用しうる新たな解析手法やモデル分析、データ体系化ツール、指

標等の研究開発を推進すること、および幅広い分野と関連する学際的分野で、関与する研究

者の層を広げ、あわせてその活動状況を社会へ広く発信し対話の場を作り、コミュニティ・

ネットワークの拡大を図ることであった。 

第 2 期以降で「研究開発期間内に必ずしも政策への成果の実装を求めないまでも、研究開

発期間が終了してから相応の期間内に政策過程で研究開発成果が参照されたり、あるいは

プロセスや制度の改善に具体的に貢献するような知見が創出されることが期待されている」

としたことは妥当な判断であり、第 3期もそれに即して進めてきたことは適切であった。公

募型で行う研究が政策プロセスに具体的に活用されることを短期的に求めることは、現実

の政策形成過程の複雑な問題を踏まえていない、単純化された見方であり、知識創出を目指

すように整理したことは妥当である。 

達成方法の特徴として、第 3 期で「通常枠」に加え「共進化枠」を導入したことは、SciREX

事業全体の方針を反映した取り組みであったと評価される。ただし、「共進化枠」という方
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法が規範的に望ましいとの前提に依拠するのではなく、重要な政策課題を対象として学術

的な研究成果が政策形成に持続的に活用される体制を構築するために実効的であったかは、

文部科学省において批判的に再検討する必要がある。 

他方、SciREX 事業全体の方針変更や重点課題の変遷により、プログラムの目標と公募・

選考方針との関係が分かりにくい面が見られた。上記のようにプログラムに二つの方向性

が含まれていたことから、個別プロジェクトの成果がプログラム全体の目標達成にどのよ

うに寄与するのかという達成方法の構造については一定の困難が伴った。それに対応する

ために、期ごとに試行錯誤を行ってきたが、複数のプロジェクトの成果を積み上げて可視化

することに難しさを生んだように考えられる。 

 

 

３－２－２．プログラムの運営・活動状況（プロセス） 

３－２－２－１．プロジェクトの募集・選考活動 

本プログラムでは、SciREX 事業の基本方針や各期の重点課題を踏まえた公募テーマの設

定と募集・選考が行われた。特に第 3期においては、「共進化枠」と「通常枠」という二つ

の公募区分を設けて募集を行うという制度設計上の工夫が行われた。これは、研究者主導の

研究と、行政ニーズに近接した研究のそれぞれに適した提案を募ろうとしたものであり、こ

のような制度設計自体が探索的・実験的な試みであり意義が認められる。ただし、上述のよ

うに「科学技術イノベーション政策」の範囲を超える政策領域のテーマも複数あったため、

RISTEX 内の他領域・プログラム等との類似性が生じ、RISTEX での採択経験を有する研究者

が、異なる領域・プログラムにも提案する傾向が強まった側面も見られた。また、多様な政

策領域で科学的エビデンスを政策に活用する取り組みを「科学的助言」と整理する場合には、

公募テーマにおいて「科学的助言に関する事例研究」等と明示し、趣旨を分かりやすく示し

て応募を促す方法もあったと考えられる。 

選考プロセスについては、2段階選考方式を採用し、段階的に提案を絞り込む設計とした

点は、提案の質を確保するうえで妥当な方法であったと評価できる。また、採択における文

部科学省の協力によるフィードバック・コメントや総括面談の実施も、提案内容をブラッシ

ュアップさせるものとして評価できる。若手研究者や女性研究者の増加のための工夫を行

い、実際に採択が第 2 期以降増えていることも評価できる。 

他方、応募が期待される研究者への周知については、なお改善の余地があったと考えられ

る。科学技術イノベーション政策に焦点を置くのであれば、研究・イノベーション学会、科

学技術社会論学会、産学連携学会、ならびにイノベーションマネジメントに関係する学会等

に所属している研究者や、一般社団法人リサーチ・アドミニストレーション協議会（RA 協

議会）のメンバー等が潜在的な応募対象者と考えられ、これらの人々に公募情報を十分に広

報・共有し、提案を促すことまで働きかける取り組みが考えられた。一方で、科学技術イノ
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ベーション政策を超える多様な政策領域へと広げた場合には、応募を促進する対象とする

研究者群をどのように認識・設定してアプローチするかの設定は難しいものとなる。プログ

ラムが目標とした「コミュニティ・ネットワークの拡大」についても、いかなる分野・領域

において、どのようなネットワーク形成を目指すのかという点が必ずしも明確でなくなり、

公募段階での具体的な設定や戦略化が難しい側面があったと考えられる。 

 

 

３－２－２－２．プロジェクト推進に関わるプログラム活動（ハンズオンマネジメント） 

本プログラムでは、ハンズオン型マネジメントを通じて、各プロジェクトがプログラム目

標の達成に資する成果を創出できるよう、継続的な助言や伴走支援が行われていた。その運

営手法は概ね適切であったと評価できる。特に、研究の進捗や課題を共有する機会を設け、

課題の背景や要因を踏まえた改善方策の検討や支援が行われてきた点は評価できる。 

一方で、プロジェクトが共通して直面しやすい課題（政策現場との接続の困難さや研究知

と現場知の乖離等）については、解決に向けたさらなる工夫があってもよかった。例えば、

プロジェクト実施途中段階において、プログラム側がそれらを共通課題として体系的に整

理・可視化し、それに基づいた支援方策、運営上の工夫、連携やネットワーク形成をプログ

ラムが促進する余地はあった。後述するように、研究者にとって研究成果を政策実装するま

での具体的な道筋を計画・設計しようとしても、政策形成が行政側の判断や組織的対応力に

依存するものであることから、困難を伴う。この点を踏まえると、行政側における科学的知

見の受容・活用能力の向上や、研究と政策を媒介する機能の育成の重要性が高くなる。この

ような点は本プログラムの実施を通じて初めて明確に認識されたものであるため、本プロ

グラム実施中での対応は難しかったことは理解できるが、今後、類似の取り組みを展開する

際には、行政側の能力形成や媒介機能の強化まで含めたハンズオンマネジメントを明示的

に位置づけることも考えられる。 

 

 

３－２－２－３．プログラムとしての成果創出を目指す活動 

プログラムとしての成果創出・向上のため、公開セミナー（オープンセミナー、共進化セ

ミナー、最終シンポジウム）やホームページ、広報活動、「政策のための科学研究会」等を

通じ、研究と政策の接点を可視化し、各プロジェクトが政策担当者等のステークホルダーと

連携・協働できる場を設け、関係構築を促進したことは、「政策のための科学」の実践的基

盤を形成する役割を果たした点で評価できる。また、プロジェクト間連携、SciREX 事業内

の研究プロジェクトとの連携、RISTEX 内の他の研究開発領域・プログラムとの連携という

3 つの連携により、横断的・共通的な活動が進められ、各研究プロジェクトの特徴や強みの

可視化と他プロジェクトとの共有可能性を検討する「エフェクチュエーション」の試みと工
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夫等も行われた。特に第 3 期では、SciREX センターと連携した SciREX セミナーの開催や、

「POLICY DOOR」の発行等を通じて、研究成果や問題意識を広く共有し、政策形成に関心を

有する関係者との対話の場を設けてきたことは高く評価できる。また、後述の項で詳細に評

価するように、タスクフォースの設置、「政策のための科学研究会」の立ち上げ、さらに書

籍の刊行といった、プログラムとしての知的成果を整理・発信しようとする試みは特筆に値

する。 

  

 

３－２－３．目標達成の状況等（アウトカム） 

３－２－３－１．目標達成の状況 

第 3 期のプログラム目標はおおむね、①政策の形成や改善に将来的につながり得る成果

の創出、②新たな研究人材の発掘と人材ネットワークの拡大、③行政のニーズに基づいた政

策課題の解決に向けた研究開発の推進、④SciREX 事業における他の研究プロジェクトとの

連携の４つに整理される。 

まず①については、採択されたプロジェクトのなかに政策課題の解決に実際に寄与した

ものや、将来的に貢献が具体的に期待されるものが一定数見られた。一方で、多様な政策へ

の科学的エビデンスの形成が行われたプロジェクトでは、政策というよりも、問題解決への

寄与という性格の強いものになった。それらを総合して、タスクフォースや「政策のための

科学研究会」としてプロジェクトのメタ分析を行ったことは適切であった。 

②については、SciREX 事業内の他の機関やプログラムとは異なる研究人材を公募で発掘

することができており、また、SciREX セミナー、公開セミナー、「POLICY DOOR」等を通じ

てネットワークの拡大が実現できた。ただし、本プログラムが単に一時的なプロジェクト実

施者の拡大ではなく、当該領域のコミュニティやネットワークが拡大し持続していくこと

を目指していたとすれば、多様な政策領域へ公募対象を広く拡大したことにより、どのよう

な研究者コミュニティが形成されれば成功なのかが不明瞭となった面もある。 

③については、第 3 期において共進化枠として行政のニーズに基づくプロジェクト 4 件

を採択し、連携先との関係の構築やコミュニケーションの深化の面で課題は見られたもの

の、一定の成果が見られた。また、行政との連携の面では行政官の人事異動により十分な成

果を得ることができなかった事例があり、共進化の運営の難しさが把握された。 

④については、第 3 期においては第 2 期に見られたような SciREX 事業の研究プロジェク

トとの連携は明示的な形では行われていないが、そもそも SciREX 事業の人材育成拠点にて

行われた研究活動が「共進化実現プログラム」に集約され、より広範な政策領域の研究開発

を対象とした本プログラムのプロジェクトとの間にはギャップが生じたため、明示的連携

が期待しにくい状況であった。その一方で、日本学術会議の委員会と連携する等の効果が見

られたことは評価できる。 
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今後、同様のプログラム設計の際には、プログラム目標と成果指標との対応関係をより明

確にした上で、横断的活動を通じて得られた知見を体系的に整理・発信する仕組みの強化が

望まれる。 

 

 

３－２－３－２．想定外のアウトカム 

想定外のアウトカムとしては、後述の項で評価するように、タスクフォースや「政策のた

めの科学研究会」を設置して、プログラムとしての体系的知見の創出に向けて、政策実装の

阻害要因およびその克服戦略の分析、政策実装に向けたアプローチの類型化、政策実装を志

向する研究プロジェクトに求められる実践的指針に関する検討を行った点は、当初の計画

に含まれていなかったものであり、想定外のアウトカムとしても整理できる。また、分野や

所属を超えた研究者間の新たな連携や、政策担当者との継続的な対話関係の形成等を副次

的な効果として整理することも可能である。特に、第 3 期における研究会等を通じて、個別

プロジェクトの枠を超えた知見共有や共同的な問題設定が進展した点は評価できる。加え

て、成果発信の面においても、関連媒体を通じた継続的な情報発信が行われてきた。 

 

 

３－２－４．第 1 期から第 3 期までを通じた成果と知見  

３－２－４－１．第 1 期から第 3 期を通じた効果・影響（長期アウトカム、インパクト）  

本プログラムは、政策形成がしばしば政治的力学や利害調整により行われる傾向がある

中、科学的エビデンスに基づく知見を政策形成に接続することの意義やその困難さを実践

的に示した点において重要であった。 

実際、第 1 期から第 3 期を通じて、本プログラムからは政策に具体的に実装された例が

複数生まれた。最も顕著な例の一つとして、西浦プロジェクトでは新型コロナウイルス感染

症拡大の前に感染症数理モデルの研究開発および政策実装に関わる本プログラムでの取り

組みが進められ、パンデミック時における対応へとつながった。他のプロジェクトでも、科

学技術・イノベーション白書への掲載や文部科学省「ダイバーシティ研究環境実現イニシア

ティブ」における「特性対応型」制度の新設（横山プロジェクト）、経済産業省産業構造審

議会の中間とりまとめ等の政策文書への概念明記と政策議論への影響（牧プロジェクト）、

山形県米沢市置賜地区における地域医療連携推進法人設立による病院統合の実現（伊藤プ

ロジェクト）、子どもの貧困対策の推進に関する法律の成立と政府による公式貧困統計整備

への接続（阿部プロジェクト）、医療機器開発ガイドラインの具体化と日本学術会議による

評価技術に関する提言の取りまとめ（加納プロジェクト）、大阪市における下水道更新計画

への正式採用および地域インフラ群マネジメント領域での戦略的イノベーション創造プロ

グラム（SIP）への展開（貝戸プロジェクト）、農林地管理・土地利用分野での行政実務の判
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断根拠としての活用（香坂プロジェクト）等、多様な様態で政策へのインパクトが確認され

たことは評価できる。 

 プログラムで実施した多数のプロジェクトの特徴をタスクフォースや「政策のための科

学研究会」が整理したことは、第 1 期から第 3 期を通じた長期的なアウトカムにつながる

成果として特筆に値する。政策実装の阻害要因およびその克服戦略の分析が行われ、その結

果は豊富な事例を基に洗練された形にまとめられており、有用な知見であるといえる。4つ

の阻害要因は抽象度の高い大括りの「上位概念」になっているように思われるところもあり、

実務的により有用性を高めるために、今後、4 つに集約する前の 12 の候補テーマとの関連

性のさらなる検討や、他の国内外の先行研究との比較検討をさらに深めることも期待した

い。 

政策実装に向けたアプローチの類型化については、注意深い事例分析を基に独自の 4 類

型が示されている。この 4 類型は示唆的であり、実践的な場面で有用性をもつと考えられ

る。より厳密な検証を経て、学術的な成果へと昇華されることも期待したい。 

実践的指針（ツールキット）については、6 つの具体的な実践知が抽出されており、「緩

衝地帯」の概念等、新規性のある知見が提示されている。これらの実践知は、豊富な事例を

入念に観察した結果得られたものであり、貴重である。今後、先行研究と比較検討しつつ、

体系性・総合性をさらに高めていただきたい。 

本プログラムが扱った政策への科学的エビデンス活用のあり方は、世界的にも共通する

課題であるが、国際学会での発表や国際シンポジウム企画等の国際的な発信は十分とはい

えなかった。プログラムが主体となって、研究成果を国際学会で発表し、海外機関と協働し

て「科学技術イノベーション政策のための科学」の発展に資する国際シンポジウムを企画す

る等、国際協働アプローチを検討する余地もあり、今後のプログラム設計上の課題としたい。 

また、科学技術イノベーション政策に焦点を置いたプログラムとして考えれば、科学技術

イノベーション政策について科学研究を行ったことにより、我が国の科学技術イノベーシ

ョンとその政策そのものに関して、総合的に何が明らかになったのか、それらの知見をもと

に実際に科学技術イノベーション政策の形成・実施プロセスが高度化されたのか、という視

点からの横断的整理は乏しかった。政策活用が進んだプロジェクトには、科学技術イノベー

ション政策を対象としたものではないものも多く含まれていた。このことは、科学技術イノ

ベーション政策よりも取り組みやすく、政策実装の成果が出やすい政策領域にプロジェク

トを拡大したことによる効果である可能性もあり、換言すれば、科学技術イノベーション政

策分野においては、科学的エビデンスを創出する基盤が必ずしも十分に成熟していないこ

と、また、それを政策に活用する行政側の体制もなお十分とはいえない状況にあることを示

唆している。本来、この研究基盤の強化および行政側の受容・活用能力の向上こそが本プロ

グラムの重要な目的の一つと考えれば、短期的に直接的成果が顕在化しなかったとしても、

知識の蓄積を可視化し、長期的な政策活用可能性を計画的に拡大していく視点が重要であ

ったとも考えられる。 
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さらに、科学技術イノベーション政策分野、あるいは公的研究開発投資に関する研究者層

の厚みは、欧米と比して日本は限定的である。この点を踏まえると、RISTEX の公募プロジ

ェクトにより科学技術イノベーション政策の研究者の発掘・参画促進は一定程度見られた

が、国際的にみるとその拡大は限定的であった。政策に積極的な関与を示す研究者に参画が

偏りやすい構造はなかったか、科学技術イノベーション政策研究における基礎的研究を地

道に進める研究者層まで含めた探索が十分だったかは、前述の成果と課題を踏まえた今後

の制度設計上の論点ともなり得ると考えられる。 

 

 

３－２－４－２．「政策のための科学」推進にかかる知見・課題  

前述のように、第 1期から第 3期までを通じて得られた「政策のための科学」の推進に関

する知見や課題について、体系的に整理・分析し、研究と政策形成の間に存在する構造的課

題を明示的に言語化した点は、本プログラムの長期的運営を通じて初めて可能となった成

果であると考えられる。具体的には、研究と政策の時間軸の不一致、行政側の人事異動によ

る継続性の断絶、制度的論理の違い、研究成果を政策オプションへ翻訳する機能の不足等の

構造的阻害要因が明確になったことは重要な知見である。 

特に、共進化活動や研究成果の政策活用が行政官個人の理解や熱意に依存する形で行わ

れる構造では、行政官の異動等により取組の継続性が損なわれやすい。科学的エビデンスが

政策に活用されるという体制を持続的に構築するという観点からは脆弱であることが、実

際のプロジェクトを通じて明らかになった。行政側が本気で取り組む体制が確保されなけ

れば、共進化的取り組みは形式的なものにとどまる危険性もある。行政側においては個人で

はなく組織として、一定の手続きや制度に組み込む仕組みを整備する必要性が示唆された。

また、研究と政策を媒介する機能（中間人材）の育成の重要性が、本プログラムの実施を通

じて具体的に可視化されたことは重要である。 

留意点としては、本検討は多様な政策分野のプロジェクトを題材に行われたものであり、

一方で科学と政策の間のインターフェースをめぐる様相は政策分野によって大きく異なる

面があるため、分野横断的な一般化をどこまで追求するかは慎重に検討することが望まれ

る。第 3 期の取り組みを通じて得られた知見やマネジメント上の工夫を、より体系的に整

理・可視化し、今後や他分野へと展開していくことが、これからの課題であると考えられる。 

 

 

３－２－５．他のプログラム等では実施できなかったこと 

本プログラムは政策実装の道筋を明確化させる設計をとっており、通常の競争的研究費

制度よりも政策実装を前提にしたプロジェクト組成が実現しやすい設計であった。行政ニ

ーズを起点として研究課題を設定し、研究者と行政担当者が一定期間にわたり相互作用し
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ながら知見を形成していく枠組みは、政策と研究の関係性を実践的に検証する貴重な機会

を、プロジェクト実施者および関係するステークホルダーにもたらしたと評価できる。また、

ハンズオン型マネジメントや政策担当者を含む対話の場を通じて、プロジェクト実施者が

政策形成の文脈を理解しながら研究を深化させる機会が提供され、研究の進め方や成果の

位置づけに変化をもたらしており、「POLICY DOOR」をはじめとする研究成果の発信にも新し

い工夫がみられ、研究成果の活用・波及が促進されたことも通常の競争的研究費制度では実

現しなかったものである。 

通常の競争的研究費制度のように研究成果を産出することを求めるだけでなく、政策の

科学という取り組みを実施することにより、政策形成過程において科学的知見がどのよう

に扱われ、どのような条件下で活用され得るのかを明示的に言語化したことは、他の競争的

研究費制度では得がたい価値があるといえる。 

 

 

３－２－６．SciREX 事業の基本方針との関係 

 本プログラムは、SciREX 事業の基本方針と高い整合性を有し、研究と政策形成を往還す

る実践的な場を提供してきた点で評価できる。また、本プログラムにおいて工夫された設

計・運営のあり方は、今後の SciREX 事業や同種の政策志向型研究プログラムの設計・運営

に対して、有用な示唆を与えるものと評価できる。 

 

３－２－７．RISTEX の今後の事業運営改善への提案等 

政策形成において科学的エビデンスを創出し、活用する取組は、今後も引き続き重要であ

る。本プログラムの 15年にわたる実施経験から、RISTEX における今後の類似取組への論点

がいくつか明らかとなった。 

第一に、目的の二面性に関する整理である。前述のように科学技術イノベーション政策に

おける「政策のための科学」とそれを超える多様な政策領域における「政策のための科学」

という二つの方向性を有してきた。それにより個別プロジェクトの成果とプログラム目標

との対応関係が分かりづらいという制度設計上の課題を抱えていたように見られる。それ

ぞれに意義があることを踏まえれば、目的や目標やその達成をより明確化する観点から、今

後は両者を区分してプログラム設計することが望まれる。併せて、プログラム名称は、対象

が明確になり、かつ簡潔であるように工夫すべきと考えられる。 

また、活動報告書でプログラム統括が提案しているように、応募・面接段階でより明示的

に政策実践について問い、各プロジェクトに応じた評価の視点を導入し、それらを活かして

採択後のフォローや支援に活かすといった、工夫は考えられる。 

加えて、科学技術イノベーション政策の研究自体については、日本は研究者層も欧米に比

べて脆弱であり、その強化は継続して必要である。 
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第二に、「政策のための科学」という抽象度の高さから、個別プロジェクトの成果とプロ

グラム全体目標との対応関係が外部から把握しにくくなった面もあると考えられる。例え

ば、「AI 政策における「政策のための科学」」等、より具体的な政策領域を明示的に設定し

て、プロジェクトを公募・集積して政策へ貢献する等のことも検討しうる。 

第三に、共進化の実現条件である。そもそも共進化とは研究者のみならず行政側もその活

動や考え方を変化することを前提とする。行政官を政策実装の担い手と考える場合に、本プ

ログラムの経験からは、行政が科学的エビデンスを活用できる能力を育成することが極め

て重要であることが明確にされた。今後、類似プログラムを行う際は、行政府と連携し、行

政官の能力育成の意義を含めてプロジェクトを推進することが必要である。その際、関心あ

る行政官が人事異動することでプロジェクトが頓挫することがないように、人事異動によ

り取組が中断されない継続的関与の設計、専門性を有する行政人材の戦略的育成・配置が不

可欠である。また、研究成果の活用が特定の行政官個人の理解や関心に依存する構造にとど

まらないよう、組織として科学的知見を検討・参照する手続きや役割を制度的に組み込む視

点が重要である。今後の類似取組を行う場合には、RISTEX が文部科学省等関係府省と協議

し、行政官の継続関与を制度的に担保する枠組みを構築することが重要である。あるいは、

RISTEX における研究プロジェクトとして、行政側の共進化のあり方に関する仕組み・制度

そのものを対象とする研究を進めることも期待される。 

第四に、中間人材の育成・確保である。科学的知見と政策現場の知を双方向的に翻訳する

中間人材は、知見の継承および政策実装・社会実装の促進において中核的役割を果たす。各

領域ごとに、どのような役割・機能を担う、いかなる人材を中間人材と位置づけるのかは異

なると考えられるため、それを明確化し、確保・育成することが求められる。そのような中

間人材にふさわしい待遇を用意できるかも課題である。あわせて、研究成果を政策へ結びつ

ける調整・翻訳活動（いわゆるシャドーワーク）を適切に評価する表彰制度等のインセンテ

ィブ設計も重要である。RISTEX は、今後の類似取組においては、中間人材の確保、育成、他

アクターとの連携機能等を含めた人材エコシステムの確立に関する調査研究も進めるべき

である。 

一方、近年は RISTEX におけるマネジメント手法が高度化し標準化されてきたが、15年の

長期に渡った本プログラムには必ずしも最近のマネジメントの展開が十分には反映されて

いない部分が見受けられる。例えば、目標をリサーチクエスチョン等の形で具体化・明確化

する手法や、明示的なロジックモデルの構築、課題構造の分析に基づくプロジェクト採択や

ポートフォリオマネジメント等である。長期にわたるプログラムであっても、RISTEX が主

導して、制度環境や運営知の進展を踏まえ、マネジメントのあり方を継続的に更新するとと

もにそれを考慮に入れた一貫した評価をしていくことが重要であるといえる。他方、RISTEX

のプログラムの多くは国や地方自治体の政策に関わっていることから、本プログラムから

得られた教訓は他のプログラムでも共有されるべきであると考えられる。 



 

19 
 

検討経緯 

 

令和 7年 12 月 4 日 プログラムより活動報告書の提出 

令和 7年 12 月 4 日～ 

令和 7年 12 月 24 日 
活動報告書の査読 

令和 8年 1月 13 日 

第 46 回運営評価委員会 

 ・プログラム総括によるプレゼンテーション、質疑応答 

 ・総合討論 

令和 8年 2月 26 日 
第 47 回運営評価委員会 

 ・事後評価報告書案の審議 

令和 8年 3月 5日～ 

     3 月 24 日 
プログラムによる事後評価報告書案の事実誤認確認 
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社会技術研究開発事業(フューチャー・アース構想の推進事業を除く。)の実施に関する規則

(抜粋) 

 

(平成 17年 7月 8 日 平成 17年規則第 70 号) 

改正 令和 7年 3月 27 日 令和 7 年規則第 70 号 

 

第 3 節 政策のための科学プログラムに係る評価 

第1款 政策のための科学プログラムの評価 

 

(評価の実施時期) 

第 60 条 政策のための科学プログラムの評価は、政策のための科学プログラムの実施期間

中、5 年毎を目安として実施する。なお、センターの方針に基づき適宜評価を実施すること

ができる。 

 

(評価の目的等) 

第 61 条 評価の目的等は、次の各号に定めるとおりとする。 

 

(1) 目的 

研究開発の進捗状況や研究開発マネジメントの状況を把握し、これを基に適切な資源配分、

研究開発計画の見直しを行う等により、研究開発運営の改善及びセンターの支援体制の改

善に資することを目的とする。 

 

(2) 評価項目及び基準 

ア 研究開発の進捗状況と今後の見込 

イ 研究開発成果の現状と今後の見込 

なお、上記アとイの具体的基準については、研究開発のねらいの実現という視点から、評価

者がセンターと調整の上決定する。 

 

(3) 評価者 

運営評価委員会が行う。 

 

(4) 評価の手続き 

被評価者の報告と意見交換等により評価を行う。 

また、評価実施後、被評価者が説明を受け、意見を述べる機会を確保する。 

 


